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抄録：
　本研究の目的は，保護者の随伴性認知を測定することができる PLOC尺度（Campis et 

al., 1986）などを用いている海外の介入論文においてレビューを行い，随伴性認知を高め
るための手続きを明らかにすることであった。方法は，“Parental Locus of Control” 
“intervention” のキーワードで検索を行い，適格基準に従って抽出した。その結果，対象者
の特性を考慮し，実施者と参加者が目的と内容を共有することや，保護者が子どもおよび
保護者自身の行動の理解や家庭でも実施できるような内容の工夫が有効であることが推察
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された。今後の課題として，まずは日本語版の PLOC短縮版尺度の作成が必要であると考
えられる。

1．問題と目的

　近年，子どもを育てる保護者は，そうでない者に比べて心理的ストレスが高いことが報
告されている（野口ほか，2015；山田，2010）。また，児童相談所における虐待相談対応
件数が，1990 年から増加していることからも（厚生労働省，2020），具体的な支援方略の
確立が求められていると考えられる。
　保護者の心理的ストレスに対する具体的な支援において，保護者自身の行動が子どもの
行動の先行事象および結果事象として随伴するという相互随伴性，すなわち自分の行動に
結果が随伴するかしないかを判断する認知を示す随伴性認知（服鳥・境，2019）を高める
ことの重要性が着目されている（宇田川ほか，2016）。また，保護者支援におけるレビュ
ーから，「認知」に焦点を当てた介入が必要であるとされており（岸野ほか，2020），なか
でも，「随伴性認知（随伴性知覚）」や「育児信念」などの保護者の個人差変数そのものの
変容を目指した介入が必要であるという指摘がある（吉田ほか，2019）。このような指摘
から，随伴性認知に着目して保護者支援を実施していく必要があると考えられる。
　随伴性認知を測定できる尺度の 1つに，Rotter（1966）が開発した Locus of Control（以下，
LOC）尺度がある（牧ほか，2003）。LOCは，統制の所在といわれ，自分の行動に対する
結果をどこに求めるのかという認知判断傾向を表す指標である（Rotter，1966）。これまで
の研究では，内的統制傾向の人は抑うつ性が低く神経質でないといった情緒の安定と，客
観的で協調性があるといった社会的適応がよいことが示されている（藤田・笹川，1990）。
また，外的統制傾向の人は学習や対人場面の不安，劣等感からくる不安が高いことや（次
郎丸，1973），状態不安や特性不安が高いということが示されており（藤田，1987），LOC

尺度によって，行動の結果に対する認知判断傾向から，抑うつや不安の傾向を予測するこ
とができる。LOC尺度は，多くの状況に適用できるが（Rotter，1966），個人にとって曖
昧な状況や新しい状況での行動を予測する場合にのみ適切であるとされている（Rotter，
1975）。したがって，LOC尺度では，保護者の子育てという状況における統制の所在の測
定をすることが難しいと考えられる。
　このことから，保護者にとっての，子育てという状況における統制の所在を評価する尺
度が必要とされ，Parental Locus of Control（以下 PLOC）尺度が開発された（Campis et al., 

1986）。PLOC尺度とは，親子間の相互作用における統制の所在を測ることのできる，47
項目の尺度であり，「Parental Efficacy」「Parental Responsibility」「Child Control of Parentsʼ 
Life」「Parental Belief in Fate/Chance」「Parental Control of Childʼs Behavior」の 5つの因子か
ら構成されている（Campis et al., 1986）。また，得点が低いほど内的統制傾向，高いほど
外的統制傾向であるということを示しており，内的整合性を表す Cronbachのα係数は，5
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つのサブスケールで 0.65 から 0.77，全体では 0.92 であったと報告されている（Campis et 

al., 1986）。再テスト信頼性の Cronbachのα係数では，0.82 とされており，信頼性は高い
ことが報告されている（Roberts et al., 1992）。しかし，PLOC尺度は，別の構成概念を測
定していることを示す弁別的妥当性が低く（Campis et al., 1986），項目数が多いという問
題などを指摘されている（Lovejoy et al.，1997）。そのため，因子負荷の大きさに基づいて，
Lovejoy et al.（1997）は，各因子につき因子負荷が高い 6項目ずつを選択した 30 項目の
PLOC Short Form（以下，PLOC-SF）尺度を作成した。Cronbachのα係数は，0.70 である
ことが報告されている（Lovejoy et al.,1997）。
　その後，さらに参加者の負担を軽減させるため，Hassall et al.（2005）は，24 項目で構
成される Parental Locus of Control Short Form Revised（以下，PLOC-SFR）尺度を作成した。
具体的には，Campis et al.（1986）による研究の中で，弁別的妥当性が低いと判断されて
いた「Parental Belief in Fate/Chance」因子と，「Parental Efficacy」因子の 1つの項目を削除し，
Lovejoy et al.（1997）の手続きと同様に，各因子につき因子負荷の高い 6項目を選択した
（Hassall et al.，2005）。また，PLOC-SFR尺度は，子どもの不適応行動と保護者のストレス
に関連していることが明らかになっており，保護者のストレスを予測する変数であること
が示されている（Hassall et al., 2005; Hill & Rose, 2009）。日本では，乾原（1994）が
Campis et al.（1986）を基にした日本語版 PLOC尺度である KG-PLOCを作成したが，多
用されていない。その背景として，随伴性認知を高める手続きが明確になっていないとい
う課題があることから，KG︲PLOCを用いた実践がされていない現状があると考えられる。
そのため，PLOC尺度を用いて介入研究を実施している海外の研究において，どのような
手続きで随伴性認知を高めることができるかを明らかにすることは，今後の日本の保護者
支援において重要である。
　そこで，本研究では保護者の随伴性認知を測定することができる PLOC尺度（Campis 

et al., 1986），PLOC︲SF 尺度（Lovejoy et al.,1997），PLOC-SFR 尺度（Hassall et al., 2005）
を用いている海外の介入論文において，どのような内容でどのような効果がもたらされて
いるのかという観点に基づきレビューを行い，随伴性認知を高める手続き明らかにするこ
とを目的とする。

2．方法

検索方法
　海外において公刊された文献について，ウェブ検索サイトの Googleが提供する Google 

scholarを用いて，“Parental Locus of Control”“intervention” のキーワードで検索を行った。そ
の結果，1,093 件の論文が該当した。その中から，以下の選定基準に該当する論文を対象
とした。選定基準は，①対象は，定型発達児，発達障害の疑いがある，または診断されて
いる子どもをもつ保護者であること，②介入論文であること，であった。 
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　文献抽出においては，認知行動療法を専門とする大学教員 1名，臨床心理学を専攻する
大学院生 4名，心理学を専攻する大学生 6名が選定基準と除外基準に当てはまるか否かを
検討した。また，意見が分かれたものは，その場で文献が条件に当てはまるか協議したう
えで，決定した。最後の検索実施日は 2021 年 8 月 17 日であった。

選定基準と除外基準
　選定基準を，①介入の内容についての記述がある，② PLOC尺度，PLOC︲SF尺度，
PLOC︲SFR尺度を用いている，③保護者に向かって保護者自身または子どもに関する教
授を行っている，④保護者の心理的変化や意識の変容についてのアウトカムの記述がある，
⑤子どもへの直接的なかかわりを目的としている，とした。また，除外基準は，①保護者
が身体障害や精神障害を持っている，②桜美林大学においてアクセスできない論文，とし
た。上記の選定基準を満たし除外基準に該当するものを除いた論文を抽出した。
　文献抽出の手続きは，系統的展望の報告ガイドラインである PRISMA（Preferred 

Reporting Items for Systematic reviews）声明（Moher et al., 2009）に準拠し，国里（2015）
を参照した（図 1）。

結果表の分類
　分析では，本研究の目的に沿った検討を行うために，対象者，介入手続き，効果の測定
指標，結果に分類し，整理した。

図 1　PRISMA（Moher et al., 2009）に基づく文献抽出の流れ
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3．結果

　論文検索の結果，4本の論文が抽出された（表 1）。これらの論文は，すべて選定基準を
満たし，除外基準に該当するものを除いた論文である。
　対象者としては，家庭内で世代間や異文化間のギャップを抱える保護者の研究が 1本，
攻撃性や発達の遅れをもつ子どもの保護者の研究が 2本，子どもの特徴が記載されていな
い研究が 1本であった。
　介入方法に関しては，子どもの特徴について学ぶ研究が 1本，ストレスコーピングにつ
いて学ぶ研究が 1本，行動的なペアレントトレーニングを実施した研究が 1本，アクセプ
タンス &コミットメント・セラピー（以下，ACT）を実施した研究が 2本，親子相互交
流療法（以下，PCIT）を実施した研究が１本であった。また，回数としては 2回実施し
た研究が 2本，4回実施した研究が 1本，8回実施した研究が 1本であった。介入の総合
時間として，約 4時間の研究が 1本，約 7～ 9時間の研究が 1本，約 13 時間の研究が 1本，
約 16 時間の研究が 1本であった。実施形態としては，集団で実施した研究が 3本，個別
で実施した研究が 1本であった。
　効果の測定指標としては，4本すべてが原版の PLOC（Campis et al., 1986）の尺度を用
いていた。
　結果として，因子ごとに効果を測定しており「Parental Efficacy」因子と「Parental 

Responsibility」因子において効果があった研究は 1本，「Parental Efficacy」因子について
測定している研究が 1本，全体得点として効果があった研究は 2本であった。

４．考察

　本研究の目的は，保護者の随伴性認知を測定することができる PLOC尺度（Campis et 

al., 1986），PLOC-SF尺度（Lovejoy et al., 1997），PLOC-SFR尺度（Hassall et al., 2005）を
用いている海外の介入論文において，どのような内容でどのような効果がもたらされてい
るのかという観点に基づきレビューを行い，随伴性認知を高める手続きを明らかにするこ
とであった。
　介入内容について検討したところ，子どもの特徴について学ぶ研究，ストレスコーピン
グについて学ぶ研究，行動的なペアレントトレーニングを実施した研究，PCITを実施し
た研究，ACTを実施した研究が確認された。PCITを実施した研究では，PLOC得点が低
減したことから，内的統制傾向へと変化し，随伴性認知の向上が確認された（Elena et al., 

1998）。PCITとは，親子関係改善を目的としており，子どもの問題行動や攻撃的な行動な
どの行動障害が改善するとされている（國吉，2013）。PCITは，ライブコーチングにて実
施されるため，保護者がある行動をすれば，子どもは望ましい行動をするといったことが
その場で体験でき，随伴性認知が高まる効果があると考えられる。そのため，PCITにお
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いては，子どもとの関わり方に困難を抱える保護者に対して，随伴性認知を高める効果が
あると推察される。本研究からも，PCITは反抗挑戦性障害の基準を満たす子どもをもつ
保護者，すなわち子どもとの関わり方に困難を抱えていることが予想される保護者に実施
しており，結果として，内的統制傾向へと変化し，随伴性認知の向上が確認された（Elena 

et al.,1998）。ACTを実施した研究では，言葉の発達の遅れや，攻撃性などの特徴をもつ子
どもの保護者を対象とした介入において，内的統制傾向となり，随伴性認知の効果が示さ
れた（Cohrs，2012）。しかし，ACTを実施する研究のなかで，子どもの特徴が示されて
いない研究においては，19 名中 9 名と参加者の半分のみ得点が減少し，有意に得点の減
少がみられたのは 2 名であったため，随伴性認知を高めることに繋がっていなかった
（OʼBrien，2011）。ACTとは，「アクセプタンスやマインドフルネス」と「コミッメント」
という 2つのプロセスを促進することによって，クライエントが有意義で充実した生活を
送れるようにすることを目的としたセラピーであり，具体的な援助として，「今，この瞬
間（present moment）」，「文脈としての自己（self as context）」，「アクセプタンス（acceptance）」，
「脱フュージョン（defusion）」，「価値の明確化（value clarification）」，「コミットされた行
為（committed action）」という 6つのコア・プロセスから構成されている（武藤・三田村，
2011）。保護者に対する ACTとして，自閉症スペクトラムなどの発達障害の子どもをもつ
保護者には，障害認識の葛藤や周囲の理解のなさなどのストレッサーが ACTのねらいと
共通していることから，有効であるとされている（四宮・武藤，2016）。本研究の結果か
らも，ACTを実施する対象者として，言葉の発達や行動に問題のある子どもをもつ保護
者には随伴性認知の向上に有効であることが考えられ，子どもの特徴が示されていない定
型発達児が予想される保護者には随伴性認知の向上は大きな効果をもたない可能性が示唆
された。また，Cohrs（2012）は，大幅な得点の減少がみられなかった保護者の 1人が，「セ
ラピー」だけでなく，子どもと一緒にその場でトレーニングをしたいと話していたことを
報告している。このことから，実施者と参加者の間で介入の目的や内容の共有がされてい
なかったことが推察される。これらのことを踏まえると，子どもの特性や保護者の悩みを
考慮し，実施者と参加者の間で介入の目的と内容の共有を行ったうえで介入を実施するこ
とで，随伴性認知の向上が促進されると考えられる。
　しかしながら，定型発達の子どもであったとしても，子どもの特性や気質の要因で子育
てが難しく感じられる場合もあると考えられている（アスペ・エルデの会，2014）。その
ため，診断や目に見える特徴がある子どもをもつ保護者のみを対象とするのではなく，異
なる特性や気質のある子どもをもつ全般的な保護者に対して支援を実施していく必要があ
り，随伴性認知を高める手続きを実施していくことが重要であると考えられる。
　本研究の結果から，手続きが随伴性認知を高めることに繋がっていたものとして，子ど
もの発達や子育ての課題の理解を実施していた研究が確認された（Yu，1999）。しかしな
がら，手続きが随伴性認知を高めることに繋がっていなかったものとして，ACTという
技法を初回から実施している研究が確認された（O'Brien，2011）。子どもの発達や子育て
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の課題の理解を実施していた研究においては，介入前後で「Parental Efficacy」因子と
「Parental Responsibility」因子で有意に得点が減少したことが明らかとなり，随伴性認知が
向上したと考えられる。しかし，初回から ACTを実施している研究においては，有意に
得点が減少したのは 2名のみであった。そのため，まずは子どもについて理解を深めるこ
とが重要であると考えられる。子どもの理解を深めるかつ，異なる特性や気質のある子ど
もをもつ全般的な保護者に対して支援を考えると，子どもの発達や課題，子育ての方法や
技法のみを教授するのではなく，実際の子どもの行動を振り返ることが有効であると考え
られる。また，子どもの行動を振り返ることで，保護者自身の行動や子どもの行動に対す
る捉え方についても理解が促進され，随伴性認知の向上に有効なのではないかと考えられ
る。より保護者が子どもの行動に対する捉え方を促進させるためには，認知，すなわち自
動思考の機能的な変容をもたらすことを目的に，認知の多様性に気づかせる操作を行う認
知再構成法が有効であることが考えられる（小関ほか，2007）。このような手続きをする
ことで保護者自身がどのような考え方や行動をすれば，結果としての子どもの行動は随伴
するのかといった予測ができ，随伴性認知の向上が期待される。
　また，PCITは随伴性認知を高める手続きとして有効であることが示唆された（Elena et 

al., 1998）。先述の通り，介入に適している対象者であったことも考えられるが，実際に子
どもと一緒に介入に参加し，保護者がある行動をすれば，子どもは望ましい行動をするこ
とが実践的に理解できるため，大きな効果が得られることが考えられる。しかしながら，
PCITはワンウェイミラーやタイムアウトルームがある環境と，トランシーバーやカメラ
等の機材，遊具が必要であるため，実施機関が限られてしまうといった指摘があり（上原，
2017），全般的な保護者を対象として支援を広げていくことは難しいと考えられる。その
ため，保護者だけで実践した内容が家庭の中で子どもと一緒に実践できるよう，具体的な
状況を想定したうえで実施することが必要であると考えられる。本研究からも，随伴性認
知を高める手続きとしてロールプレイを実施している研究が多く確認された（Cohrs，
2012；Elena et al., 1998；OʼBrien，2011）。そのため，ロールプレイを実施することは有効
であると考えられる。しかしながら，新型コロナウイルス感染症によって，ロールプレイ
の実施が難しい可能性も考えられるため，ワークシートを用いて実際に行っているような
感覚を味わうことが有効であると考えられる。
　以上のことから，随伴性認知を高める手続きとしては，保護者が子どもの行動や保護者
自身の行動を理解し，子どもの行動に対する捉え方を学び，介入内容を家庭でも実施でき
るようにロールプレイやワークシートを用いて実施していく手続きが有効であると考えら
れる。
　本研究は，保護者支援において重要とされているが日本では十分に着目されていない随
伴性認知について，海外の論文の随伴性認知を高める手続きについて整理を行ったという
点で意義があると考えられる。本研究を基盤として，日本において随伴性認知に着目して
保護者支援が実施されていくことが期待される。そのために，まずは随伴性認知を測定す
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ることができ，多用されることが期待される日本語版の PLOC短縮版尺度を作成すること
が必要であると考えられる。

付記
　本稿を作成するにあたり，ご協力いただいた桜美林大学心理学専攻の板倉友香さん，井
上瑠菜さん，今井彩菜さん，倉部夏帆さん，郡司のばらさん，長島凜音さん，ここに記し
て感謝いたします。
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